岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付要綱
（目的）

第１条　岩手県は、居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するため、地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領（平成19年３月28日付け国住備第162号。以下「国補助要領」という。）、地域優良賃貸住宅整備事業対象要綱（平成19年３月28日付け国住備第161号。以下「国対象要綱」という。）、地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号。以下「国制度要綱」という。）、地域優良賃貸住宅整備基準（平成19年３月28日付け国住備第164号。以下「国整備基準」という。）及び岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業制度要綱（以下「県制度要綱」という。）に基づき、認定事業者に対し、予算の範囲内で岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(1)　東日本大震災　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び津波並びに平成23年４月７日に発生した余震による災害をいう。

　(2)　通常型地域優良賃貸住宅　国制度要綱第２条第１項第７号に規定する、県制度要綱第３条の規定による認定を受けた計画に基づき供給及び管理される賃貸住宅（以下「通常地優賃」という。）をいう。
　(3)　災害復興型地域優良賃貸住宅　国制度要綱附則第２条第１項第２号に規定する、県制度要綱第３条の規定による認定を受けた計画に基づき、東日本大震災により滅失した住宅に居住していた者の居住の用に供するために供給及び管理される賃貸住宅（以下「災害地優賃」という。）をいう。

　(4)　認定事業者　県制度要綱第３条の規定による計画の認定を受けた者をいう。

　（補助金の交付の対象及び補助額）

第３条　この補助金の交付対象及び補助額は、通常地優賃及び災害地優賃を供給する認定事業者で、補助限度額となる対象工事費を１戸あたり1,000万円とし、次表に掲げる条件を満たすものとする（1,000円未満の端数切捨て）。
	供給形態
	供給方法
	経費
	補助額

	通常地優賃
	建設
	国補助要領第３条第１項表（ロ）欄中地域優良賃貸住宅（民間建設）に掲げる費用
	国補助要領第４条の規定に基づき算出した住宅の建設等に係る費用の６分の１（当該住宅の階数が１又は２の場合にあっては９分の１、当該住宅がサービス付き高齢者向け住宅である場合にあっては階数にかかわらず５分の１）

	
	改良
	国補助要領第３条第１項表（ロ）欄中地域優良賃貸住宅（民間改良）に掲げる費用
	国補助要領第５条又は第６条の規定に基づき算出した住宅等の改良に係る費用の３分の２


	通常地優賃
	買取後改良
	国補助要領第３条第１項表（ロ）欄中地域優良賃貸住宅（民間買取・借上後改良）に掲げる費用のうち、買取等を行った上で改良を行う場合の費用
	買取りに係る部分にあっては、国補助要領第４条の規定に基づき算出した住宅の建設等に係る費用相当分の６分の１（当該住宅の階数が１又は２の場合にあっては９分の１、当該住宅がサービス付き高齢者向け住宅である場合にあっては階数にかかわらず５分の１）

改良に係る部分にあっては、国補助要領第５条又は第６条の規定に基づき算出した住宅等の改良に係る費用の３分の２

	災害地優賃
	建設
	国補助要領附則第２条第３項表（ロ）欄中災害復興型地域優良賃貸住宅（建設）に掲げる費用
	国補助要領附則第２条第４項の規定により読み替えて適用される同要領第４条の規定に基づき算出した住宅の建設等に係る費用の５分の１（当該住宅がサービス付き高齢者向け住宅である場合にあっては100分の24）

	
	改良
	国補助要領附則第２条第３項表（ロ）欄中災害復興型地域優良賃貸住宅（改良）に掲げる費用
	国補助要領附則第２条第５項の規定により読み替えて適用される同要領第６条の規定に基づき算出した住宅等の改良に係る費用の５分の４

	
	買取後改良
	国補助要領附則第２条第３項表（ロ）欄中災害復興型地域優良賃貸住宅（買取後改良）に掲げる費用
	買取りに係る部分にあっては、国補助要領附則第２条第４項の規定により読み替えて適用される同要領第４条の規定に基づき算出した住宅の建設等に係る費用相当分の５分の１（当該住宅がサービス付き高齢者向け住宅である場合にあっては100分の24）

改良に係る部分にあっては、国補助要領附則第２条第５項の規定により読み替えて適用される同要領第６条の規定に基づき算出した住宅等の改良に係る費用の５分の４


　（補助事業の内容の軽微な変更）

第４条　規則第６条第１項第２号に規定する知事が定める軽微な変更は、交付対象事業の新設又は廃止を伴わない事業内容の変更で、交付決定の単位ごとに交付決定額に変更が生じないものとする。
　（その他）

第５条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、知事が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成24年６月20日から施行する。

